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気候変動に対するアマゾンの取り組み
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持続可能な未来への取り組み
2019年9月19日、AmazonとGlobal Optimismは、パリ協定を
10年前倒しで達成することを約束する『気候変動対策に関する
誓約（The Climate Pledge）』を発表

2040年までに、CO2排出量を実質ゼロに

2025年までに、事業で必要な電力を100%
再生可能エネルギーで賄うべく、取り組み

新たな低炭素技術への投資



© 2021, Amazon Web Services, Inc. or its Affiliates. 

1 炭素の除去

効率改善、再生可能
エネルギー、原材料削
減、その他の炭素排出
量削減戦略など、本質
的なビジネス変革やイ
ノベーションを通じ、
パリ協定に沿った脱炭
素化戦略を実行

2 定期的な報告

温室効果ガス排出
量の定期的な計測
と報告

3 信頼できる
オフセット

本質的かつ永続的で、
定量化ができる社会に
有益なオフセットを追
加し、残りの炭素排出
をカーボンニュートラ
ル化し、2040年まで
に年間炭素排出量の実
質ゼロを実現
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AWSクラウド利用によるエネルギー効率とCO2排出削減量

• アジア太平洋地域（APAC）の企業や公共機関のワークロードをオンプレミスデー
タセンターからクラウドに移行することで、エネルギー消費量とそれに付随する
CO2排出量を78%削減することが可能

• 再生可能エネルギー利用により、CO2排出量をさらに15％削減することができる

クラウドデータセンター施設ではより効率的に電力や冷却システムを使用
さらに11%の削減が可能

クラウドサーバーを使用するとサーバーのエネルギー効率が5倍以上
67%以上のエネルギー削減につながる

クラウドサービスプロバイダーが再生可能エネルギーを調達した場合
クラウド上のIT関連業務にかかるCO2排出量をさらに削減

半導体から送電網までの効率化
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出典：
https://aws.amazon.com/jp/blogs/news/%E3%82%AF%E3%83%A9%E3%82%A6%E3%83%89%E3%81%AB%E3%82%88%E3%82%8Bco2%E5%89%8A%E6%B8%9B/

https://aws.amazon.com/jp/blogs/news/%E3%82%AF%E3%83%A9%E3%82%A6%E3%83%89%E3%81%AB%E3%82%88%E3%82%8Bco2%E5%89%8A%E6%B8%9B/
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再生可能エネルギー
2020年、Amazonは世界最大の再生可能エネル
ギー調達企業となり、事業全体における再生可能エ
ネルギー利用率は65%に達しました

230+の再生可能エネルギープロジェクト
（アジア太平洋においてはオーストラリア、中国、
インド、日本、シンガポール、など）

>10GWの再生可能エネルギー総生産能力

2,700万MW/時の再生可能エネルギー供給
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2021年9月、Amazonとして日本初のオフサイト・大規模
再生可能エネルギーの電力購入契約を発表

22メガワットの太陽光発電プロジェクト

首都圏及び東北地方の450 ヶ所以上の拠点

プロジェクト全体で年間 23,000 メガワッ
ト時 (MWh) を生成（日本の一般家庭
5,600 世帯分以上の電力に相当）

https://www.aboutamazon.jp/news/aws/amazon-announces-first-corporate-power-purchase-agreement-for-renewable-energy-in-japan-with-mitsubishi-corporation

https://www.aboutamazon.jp/news/aws/amazon-announces-first-corporate-power-purchase-agreement-for-renewable-energy-in-japan-with-mitsubishi-corporation
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世界におけるコーポレートPPAの取り組み状況

⚫コーポレートPPAは、世界各地で増加傾向
⚫従来、米国を中心に発展してきたが、最近では欧州やアジア等でも増加

出典：Blooberg NEF（2021年2月3日）、BloombergNEF（2021年１月26日）、 BloombergNEF（2020年1月28日）

欧州、中東、アフリカ北米、中米、南米 アジア太平洋

世界のコーポレートPPAによる発電容量の推移（オフサイト）

https://www.renewable-ei.org/pdfdownload/activities/BloombergNEF_20210203.pdf
https://about.bnef.com/blog/corporate-clean-energy-buying-grew-18-in-2020-despite-mountain-of-adversity/
https://about.bnef.com/blog/corporate-clean-energy-buying-leapt-44-in-2019-sets-new-record/
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米国におけるコーポレートPPAの取り組み状況

⚫ PPAの中でも、バーチャルPPA は、米国で直近に締結されたPPAの80％以上を占める

米国のコーポレートPPAによる発電容量の推移

出典：BloombergNEF（2021年１月26日）

https://about.bnef.com/blog/corporate-clean-energy-buying-grew-18-in-2020-despite-mountain-of-adversity/
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日本でもバーチャルPPAを実現するために
日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）の観点から
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非化石証書を含む様々な環境証書について、無効化と活用の仕組みに
ついて全体的・統一的な方針を。また、需要家側が証書を無効化した際
に、税法上損金算入可能との方針を明示すべき

需要家が非FIT再エネを、実質的に卸価格程度（託送料金、再エネ賦
課金除く）で購入できるよう、経済的なインセンティブを付すべき

⚫ 「非FIT再エネの選択肢多様化に向けた意見書」を提出（5/13）

⚫ 以下3つの事項について要望し、関連するエネ庁担当者と意見交換を実施

非FIT（再エネ指定）証書についても電力取引と切り離し、需要家の直
接調達（相対取引及び市場取引）を行えるよう早急に実施すべき

出典：JCLP「非FIT再エネの選択肢多様化に向けた意見書」

https://japan-clp.jp/archives/8445
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ご清聴ありがとうございます


